
（添付　－　１）
請負工事中の建築物を対象とする
火災保険に関する準則
1． この準則は本市（以下、発注者）の建築工事（以下、工事という。）の代価払済出来形部分が火災のために滅失し、又は損傷を受けたときに、受注者に生ずる損害を補填するために、工事の受注者をして、発注者を被保険者とする火災保険契約を締結させることにより、工事の円滑な施工を図ることを目的とする。
2． 工事につき受注者の締結する火災保険契約に関しては別に定めがあるものの外、この準則の定めるところによる。
3． 工事の竣工前に出来形部分に対して代価の一部を支払うときは、当該出来形部分並びに、無償支給材料につき受注者は自己の費用をもって、発注者を被保険者とし、発注者の査定した金額を下らない金額を保険金額とする火災保険契約を締結しなければならない。
4． 保険期間は発注者が工事の出来形部分に対する代価を支払ったときに始まり工事が竣工して発注者が引渡を受けたときに終わる。工事の期限を延期する必要があるとき、または受注者の都合により工事が遅延するときは、保険期間もまた延長しなければならない。
5． 保険会社の選定については、発注者の同意を得なければならない。
6． 保険証券は、当該工事が竣工して引継完了まで発注者において保管する。
7． 発注者が受領した保険金は、受注者が被害物件の復旧を完了したときは受注者に交付する。復旧の完了については、発注者の認定による。
8． 被害物件の復旧完了前に工事契約を解除した場合、保険金は発注者の所得とする。但し、保険金が工事の出来形部分に対する代価より多いときは、その差額を、また、復旧による出来形部分を発注者の所得とする必要があるときは、発注者において相当と認める金額を受注者に交付する。
9． 受注者が本市の指示に従わなかったため、または、発注者が、受注者の過失により被害が発生したと認めるときは、第８の規定により受注者に交付する金額を減ずることができる。この場合、発注者の認定した金額に対して受注者は異議を述べることが出来ない。
10．受注者の責に帰する理由により工事契約を解除した場合に被害物件の復旧に関し発注者に損害を生じたときは、保険金受領の場合といえども、別途に受注者はその損害を賠償しなければならない。受注者は保険契約を締結したときは、本市の定める様式により覚書を、本市に提出しなければならない。
（添付　－　２）
建築工事提出書類等
	
	提出書類
	部数
	提出時期
	様式等
	備考

	主に工事着手前に提出
	工事保険証（写し）
	１
	施工計画書提出時
	任意
	

	
	各種事前調査資料
	１
	事前調査後
	任意
	

	
	施工計画書（総合）
	指定
	指定
	［土］添２－１
	施工計画書作成
要領による

	主に工事施工時に提出
	施工計画書（工種別）
	２
	工事着手前
	任意
	

	
	工事日報
	１
	指示
	［本］添－４
	

	
	施工（製作）要領書
	２
	工事(製作)着手前
	任意
	

	
	施工報告書（各種）
	１
	施工後
	任意
	

	
	試験成績報告書（各種）
	１
	試験後
	任意
	

	
	検査願（各種）
	１
	検査前
	［本］添－５
	

	
	部分使用承諾書
	１
	部分使用前
	［本］添－６
	

	
	覚書
	１
	部分払い請求時
	［本］添－７
	［本］下-4-1-2-2を適用する場合

	主に工事完成時に提出
	使用材料規格(品質)証明書　　
	１
	完成時
	任意
	

	
	使用材料出荷・納入伝票
	１
	完成時
	任意
	

	
	使用材料カタログ・見本
	１
	完成時
	任意
	

	
	工事写真（完成写真を含む）
	１
	完成時
	［本］下-4-2-4-3による。
	

	
	完成図書（製本）
	１
	完成時
	［本］下-4-1-7-4による。
	

	
	完成図書（電子媒体）
	２
	完成時
	［本］下-4-1-7-5による。
	

	
	引渡書
	３
	引渡時
	［本］添－８
	

	
	引渡品明細書
	３
	引渡時
	［本］添－９
	


※上記以外の共通様式については「共通編」添付資料１「提出書類の様式」による。
※表中、［土］は下水道施設土木工事編、［本］は本編を示す。
※表中、監督職員の指示がある場合を除き、提出時期の数字表記無き「○○前」は概ね14日以前を、数字表記無き「○○後」は概ね10日以内を、「完成時」は完成日から完成検査までの期間を、その他の「○○時」は概ね同日をいう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
（添付　－　３）
　
　建築工事電子納品作成細則
１．本細則は建設局工事請負共通仕様書、共通、添付資料38-1に定める「下水道工事電子納品作成要領」（以下、「作成要領」）の内、建築工事の電子納品作成に適用する。本細則に定める事項は作成要領に優先する。
２．電子納品は契約金額４千万円以上（消費税等相当額を含む）の工事に適用する。
３．作成は「営繕工事電子納品要領」（国土交通省大臣官房官庁営繕部）に準拠する電子成果品作成ソフトを使用する。
４．「作成要領」図2-1フォルダ構成の（その他フォルダ）に格納するファイルは（完成図書・完工図フォルダ）とし、（その他のオリジナルフォルダ）の適用は行わない。
５．工事管理ファイル（INDEX_C.XML）に記入する工事管理項目は下表による。
　
	カテ
ゴリー
	項目名
	記入内容
	データ表現
	文字数
	記入者

	基
礎
情
報
	メディア番号
	提出した媒体の通し番号を記入する。
	半角数字
	８
	□

	
	メディア総枚数
	提出した媒体の総枚数を記入する。
	同上
	８
	□

	
	メディア種別
	「ＣＤ－Ｒ」と記入する。
	半角英数
大文字
	127
	□

	
	メディアフォーマット
	「ＩＳＯ９６６０ＬＥＶＥＬ１」と記入する。
	同上
	127
	□

	
	完成図フォルダ名
	完成図を格納するフォルダ名称
（ＤＲＡＷＩＮＧＦで固定）を記入する。
	同上
	127
	▲

	ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
情
報
	ソフトウェア名
	工事管理ファイルを作成したソフトウェア名を記入する。
	全角文字
半角英数字
	64
	▲

	
	バージョン情報
	工事管理ファイルを作成したソフトウェアのバージョンを記入する。
	半角英数字
	127
	▲

	
	メーカ名
	ソフトウェアメーカ名を記入する。
	全角文字
半角英数字
	64
	▲

	
	メーカ連絡先
	メーカ連絡先（住所、電話番号等）を記入する。
	同上
	127
	▲

	
	ソフトメーカ用
ＴＡＧ
	ソフトメーカ情報予備項目を記入する。
	同上
	64
	▲

	工　　　事　　　情　　　報
	工事番号
	発注者が定める工事番号を記入する。
	半角数字
	127
	□

	
	工事名称
	契約図書の工事名称を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	
	工事分野
	ＣＯＲＩＮＳの「工事の分野」に従って記入する。
	同上
	16
	□

	
	工事業種
	ＣＯＲＩＮＳの「工事の業種」に従って記入する。
	同上
	16
	□

	
	工種
	ＣＯＲＩＮＳの「工種、工法、型式」の工種を記入する。（複数記入可）
	同上
	64
	□

	
	工法型式
	ＣＯＲＩＮＳの「工種、工法、型式」の工法・型式を記入する。（複数記入可）
	同上
	64
	□

	
	契約金額
	契約金額を円単位の数値で記入する。
	半角数字
	16
	□

	工　　　事　　　情　　　報
	工期開始日
	工期の開始年月日をｙｙｙｙ-ｍｍ-ｄｄ形式で記入する。
	半角英数字
	10
	□

	
	工期終了日
	工期の終了年月日をｙｙｙｙ-ｍｍ-ｄｄ形式で記入する。
	同上
	10
	□

	
	工事内容
	工事概要及び主工種とその数量を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	発　　　　　　　注　　　　　　　者　　　　情　　　　　　報
	発注者コード
	ＣＯＲＩＮＳの「発注機関コード」に従って記入する。
	半角数字
	8
	□

	
	発注者名称
	発注者の名称を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	受　　　　　　　注　　　　　　　者　　　　情　　　　　　報
	受注者名称
	発注者の名称を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	施　　　　設　　　　　　　情　　　　　　　　報
	施設識別コード
	発注者より提示されたコードを記入する。
	半角数字
	127
	□

	
	施設名称
	施設名称を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	
	建築物情報
	建築物識別コード
	発注者より提示されたコードを記入する。
	半角数字
	127
	□

	
	
	建築物名称
	建築物の名称を記入する。
	全角文字
半角英数字
	127
	□

	
	
	所在地
	建築物の住所を記入する。
	同上
	127
	□


· 上記以外の工事管理項目は原則として適用しない。
· 【記入者】
□：電子成果品作成者が記入する項目
▲：電子媒体作成ソフト等が固定値を自動的に記入する項目
· ＣＯＲＩＮＳとは、公共機関や公益民間企業が発注した公共工事の内容を、その工事を受注した企業がコリンズ・テクノセンターに登録しデータベース化されたものを、発注機関及び受注企業等へ情報提供しているものである。
（添付　－　４）

	工　事　日　報
                                                            受注者名
 工 事 名 称                                                                                    現場代理人                                   ㊞ 

	平成　　年　　月　　日　　　　　曜日
	作業時間
	自
	天候
	

	
	
	至
	気温
	

	工　事　種　別
	作　　　業　　　内　　　容
	備　　考　（苦情・立会・指示・その他の事項）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　　　（添付 　－　５）
	検　　査　　願

	平成　　年　　月　　日


	　大阪市建設局
様

	受　注　者　
所 在 地
社　　名
代表者名                  ㊞

	　
下記のとおり検査をお願いします。


	記

	　
工 事 名 称
　工 事 場 所
　検 査 内 容
　検 査 場 所
検  査  日　           平成　　年　　月　　日　から
　                     　平成　　年　　月　　日　まで         日間
　　（注）別途検査予定表を提出すること。


　（添付 　－　６）
	部 分 使 用 承 諾 書

	平成　　年　　月　　日

	　大阪市建設局

	    様

	受 注 者

	所 在 地　

	社　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

	代表者名

	

	大阪市契約約款第３４条により、下記のとおり部分使用を承諾します。

	

	記

	

	１．工 事 名 称 ：

	２．工 事 場 所 ：

	３．使 用 部 分 ：

	４．使 用 期 間 ：平成　　　年　　月　　日～全工事完成引渡し日まで

	

	５．部分使用の条件 ： 部分使用の同意願いの通り。




（添付 　－　７）
	覚　　　　　書

	工　事　名　称

	請　負　金　額

	工　事　期　限　　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

	出来形代価受領額

	保　険　額

	

	上記工事につき出来形に対する代価を受領するについては、御市「請負工事中の建築物を対象とする火災保険に関する準則」を遵守し、工事出来形に対して自分の費用をもって御市を被保険者とする火災保険契約を締結します。万一火災発生の節は、準則の定めるところによって御市において処理せられても何等意義を申しません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　 　年　 　月　 　日　

	

	大阪市建設局

	様

	

	受 注 者

	所 在 地

	社　　名　　　　　　　　　　　    　　印

	代表者名


	引 　渡 　書

	平成　　年　　月　　日

	　　　　　　　　　　　　　様

	受 注 者　　

	所 在 地　　                        　　　　　　　　　　　　

	社　　名　　　　　　　　　　　　　 　　　　印

	代表者名

	

	  下記のとおり引渡します。

	

	記

	

	工　事　名　称

	

	工　事　場　所

	

	引渡品明細書による。

	品　　　　　　　　目
	数　　量
	摘　　　要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	

	上記の品、受領しました。

	平成　年　月　日　　　　　　　　　　　　　　　　所属

	受領者　　　　　　           　　　　　　　　印

	氏名

	（注）１．本書は、工事に関する許認可申請書・検査証等、鍵・備品・その他付属器具についての引渡すべきものを記載し提出すること。


	　　　２．引渡品が紙面に記載出来ない場合は、別紙を作成し、必ず割印をして提出する。


（添付 　－　８）
（添付 　－　９）
	引 渡 品 明 細 書

	品　　　　　　　　　目
	数　　量
	摘　　要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


１５

